
  平成 1 7年６月 1 4日

株 主 各 位  

 横 浜 市 中 区 南 仲 通 二 丁 目 1 5 番 地

  

 取締役社長 井 上  隆
 

第103回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

さて、当社第103回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、折り返しご送付くださいま

すようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

１．日  時  平成17年６月29日（水曜日）午前10時 

２．場  所  横浜市中区尾上町一丁目８番地 関内新井ビル11Ｆ 

関内新井ホール 

（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場

のご案内図」をご参照くださいますようお願い申しあげま

す。） 

３．会議の目的事項 

報 告 事 項 １．第103期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

営業報告書、連結貸借対照表および連結損益計算書ならび

に会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告

の件 

２．第103期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

貸借対照表および損益計算書報告の件 

決 議 事 項 

第１号議案 第103期利益処分案承認の件 

第２号議案 取締役17名選任の件 

第３号議案 監査役１名選任の件 

第４号議案 故取締役中村至宏氏に対し弔慰金ならびに退任取締役および

退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

以 上 
 
お願い 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。 

－  － 
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（添付書類） 
 

営 業 報 告 書 

 

Ⅰ．営業の概況 

１．企業集団の営業の経過

当連結会計年度における

ペースの減速基調による輸

が続くなか、雇用情勢の改

え、その影響力は力強さに

た。 

運輸業界におきましては

消費関連貨物は堅調な動き

鈍化したため、全体的な貨

このような情勢下、当社

営計画」の２年度に当たり

を結集した結果として、非

レル製品の輸入業務、石油

包装業務、中国向け大型プ

務などの新規業務を獲得い

さらに物流の一括元請業

ら引き続き、より高度な情

成16年12月より新システム

なお、環境への対応とい

輸出梱包センターにおける

京浜支店、鹿島支店、平塚

たし、そのほかグループ内

録をいたしました。 

また、平成16年度におい

スマイルラインの２社を加

以上の結果、当連結会計

6.5％の増収となり、営業利

 

 

 

 

 

 

 

平成16年４月１日から 
(          )平成17年３月31日まで 

および成果 

わが国経済は、原油価格の高騰、世界経済の拡大

出鈍化やＩＴ関連製品の生産調整などで足踏み状態

善基調で個人消費に底堅さが生まれつつあるとはい

欠けており依然として厳しい状況が継続いたしまし

、設備投資の増加により生産関連貨物や猛暑により

となりましたが、輸出貨物や建設関連貨物の増勢が

物量は引き続き減少いたしました。 

グループは「攻めの営業」に徹した「第２次中期経

、グループの全従業員が新規業務獲得のために総力

鉄金属の輸入および国内輸送の一括元請業務、アパ

化学製品の保管・輸送業務、食料塩の輸入・保管・

ラント輸出業務、船舶用塗料の輸入・保管・輸送業

たしました。 

務である３ＰＬ事業を拡大・強化するために前年か

報システムの構築に取り組んでまいりましたが、平

が順次稼働いたしております。 

たしましては、平成16年３月に当社の本社ならびに

ISO14001の認証取得に引き続き、平成17年３月には

倉庫、成田倉庫、東京事務所で新たに認証を取得い

では丸十運輸倉庫株式会社がグリーン経営の認証登

て連結子法人等に丸全京葉物流株式会社、株式会社

えました。 

年度の売上高は86,360百万円と前連結会計年度比

益は3,376百万円と前連結会計年度比7.2％の減益

－  － 2



となりました。 

また経常利益は3,768百万円と前連結会計年度比2.7％の減益となり、当期純

利益は2,187百万円と前連結会計年度比7.4％の増益となりました。 

以下、事業別の営業状況をご報告申しあげます。 

（物流事業） 

貨物自動車運送事業については、大型事務所移転の減少・既存荷主の値引き

および取扱量の減少があったものの、京浜・関西地区において建設機械・プラ

ント関係・非鉄金属・合成樹脂製品の輸送、また、新規連結子法人等の取り扱

う生活雑貨の輸送業務の増加により増収となりました。 

港湾運送事業については、輸入では、鉄鋼・非鉄金属・寝具・アパレル関係

の取扱いが増加し、輸出では、北米および欧州向けの建設機械や、プラント関

係・ＯＤＡに関連した業務の増加により増収となりました。 

倉庫業については、京浜・鹿島・関西地区において、自動車部品・精密機

械・家電製品・食品・ゴム製品等の取扱いの増加により増収となりました。 

鉄道利用運送事業については、京浜地区において食品関係・政府米等の取扱

いの減少により減収となりました。 

その他の物流付帯収入については、梱包および荷捌業収入は京浜地区で取扱

量が減少したものの、海上運送事業・内航海運業および通関収入等が増加した

ことにより増収となりました。 

（構内作業及び機械荷役事業） 

構内作業については、京浜・鹿島地区において得意先の内製化にともなう作

業量の減少により減収となりました。 

機械荷役事業については、ゼネコンからの大型案件の減少があったものの、

関西地区において既存の業務量が増加したことで増収になりました。 

（その他事業） 

建設業については、関西地区での産業機械の移設工事等の取扱量が増加し、

その結果その他事業全体では、増収となりました。 

－  － 
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なお、事業別の売上高は、以下の表のとおりであります。 

売 上 高 
事 業 別 

金 額 前期比率 構成比率 

 百万円 ％ ％ 
物 流 事 業 68,230 8.3 79.0 

構内作業及び機械荷役事業 15,103 △ 3.0 17.5 

そ の 他 事 業 3,025 22.7 3.5 

合 計 86,360 6.5 100.0 

 

２．企業集団の対処すべき課題 

今後のわが国経済の見通しは、米国経済の拡大ペースが減速基調にあるうえ

に原油価格の高騰や原材料価格の上昇で企業収益を圧迫することが懸念される

ため、厳しい環境が続くものと予想されます。 

このような状況のなかで当社グループが対処すべき課題は、運輸業界では環

境・安全面の規制強化や原油高騰によるトラック燃料価格の上昇などでコスト

負担の増大が続くうえに、企業の物流費削減がますます強化されるなどの厳し

い状況が続くものと予想されますが、「お客様第一主義をモットーに高品質な

サービスの提供」の経営理念のもと、「第二次中期経営計画」の最終年度の対

応として稼働を開始した３ＰＬ事業システムを活用する新規業務獲得を経営の

最重要課題と位置づけて「攻めの営業」に邁進いたします。 

さらに「収益力の改革」「コスト構造の改革」「人財
．．

の育成」「財務体質の

強化」「企業文化の変革」などの戦略的諸施策の推進に全力を注いでまいりま

す。 

また企業の社会的責任の具現化では、ISO14001およびISO9001の認証取得や

グリーン経営の認証登録への継続的取り組み、そしてコンプライアンス（法令

および社会規範等の遵守）の強化を進めてまいります。 

当社グループではこのような課題への取り組みを継続することにより、目ま

ぐるしく変化する企業環境に素早く対応できる柔軟で強靭な企業体質を構築し、

企業価値の一層の向上につとめ、お取引先より最良のロジスティクス・パート

ナーと評価されるべく努力を続けてまいりますので株主の皆様におかれまして

は、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげます。 

 

－  － 
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３．企業集団の設備投資の状況 

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資は倉庫

および諸施設の新設や既存施設の改善・増強ならびに輸送力拡大・環境対応の

ための車両・機械への投資や３ＰＬ事業対応のための高度情報システム構築な

どであり、その総額は4,118百万円でありました。 

主要設備は次のとおりであります。 

・３ＰＬ事業システム（継続中） 

・鹿島支店南海浜倉庫 第３期建設工事・塩小分け包装装置 （完成） 

・関西支店播磨危険物倉庫 第１期建設工事 （完成） 

・マルゼン・オブ・アメリカ インコーポレイテッド 倉庫改造工事 （完成） 

 

４．企業集団の資金調達の状況 

当連結会計年度における主な資金調達については、当社におきまして、平成

16年４月30日付けで複数の金融機関との間で前年度と同額で40億円のコミット

メントラインの設定を行いました。 

なお、この契約に基づく当連結会計年度末の借入残高はありません。 

 

－  － 
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５．企業集団および当社の営業成績および財産の状況の推移 

(1) 企業集団の営業成績および財産の状況の推移 （単位：百万円)

区 分 
第 100 期 
平成13年度 

第 101 期
平成14年度

第 102 期
平成15年度

第103期 
（当連結会計年度） 

平成16年度 

売 上 高 74,634 80,289 81,066 86,360 

経 常 利 益 2,833 3,605 3,875 3,768 

当 期 純 利 益 230 1,319 2,037 2,187 

１株当たり当期純利益 ２円35銭 13円17銭 21円38銭 23円44銭 

総 資 産 83,931 83,385 88,355 89,164 

（注）１．１株当たり当期純利益については、期中平均株式数（第100期より自己株式を

除く）に基づき算出しております。 

２．１株当たり当期純利益については、第101期より役員賞与等を控除して算出し

ております。 

３．第102期より、１株当たり当期純利益は、「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用して算出しておりま

す。 

４．第103期（当連結会計年度）より、「株式会社の監査等に関する商法の特例に

関する法律」第19条の２に規定する連結計算書類を作成しております。第100

期から第102期につきましては、同法第19条の２第３項に定める監査役および

会計監査人の監査を受けていない連結計算書類によるものです。 

 

－  － 
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(2) 当社の営業成績および財産の状況の推移  
（単位：百万円)

区 分 
第 100 期
平成13年度 

第 101 期
平成14年度 

第 102 期
平成15年度 

第103期(当期) 
平成16年度 

売 上 高 69,119 68,751 69,833 71,443 

経 常 利 益 2,855 3,351 3,522 3,535 

当 期 純 利 益 241 1,286 1,846 2,166 

１株当たり当期純利益 ２円46銭 12円59銭 18円95銭 22円75銭 

総 資 産 78,587 76,777 81,010 82,189 

（注）１．１株当たり当期純利益については、期中平均株式数（第100期より自己株式を

除く）に基づき算出しております。 

２．１株当たり当期純利益については、第101期より役員賞与等を控除して算出し

ております。 

３．第102期より、「商法施行規則の一部を改正する省令」（平成15年２月28日法

務省令第７号および平成15年９月22日法務省令第68号）による改正後の商法施

行規則の規定に基づいて計算書類を作成しておりますので、従来の「当期利

益」「１株当たり当期利益」は「当期純利益」「１株当たり当期純利益」と表

示しております。 

－  － 
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Ⅱ．企業集団および会社の概況（平成17年３月31日現在） 

１．企業集団の主要な事業内容 

当社グループは、物流事業を主な事業として、以下の事業活動を展開してお

ります。 

 主 要 な 事 業 内 容 

物 流 事 業

貨物自動車運送事業、貨物自動車利用運送事業、一般港湾運送事業、港
湾荷役事業、艀運送事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、通関業、梱包
業、海上運送事業、内航海運業、内航海運利用運送事業、航空利用運送
業、航空運送代理店業 

構内作業及び
機械荷役事業

工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、倉
庫への保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸 

そ の 他 事 業
建設業、警備業、産業廃棄物処理業、不動産業、保険代理業、自動車整
備業 

 

２．企業集団の主要な事業所 

(1) 当 社 

本 社  横浜市中区南仲通二丁目15番地 

支 店  鹿島支店（茨城県鹿島郡） 東京海運支店（東京都港区） 

川崎支店（川崎市川崎区） 京浜支店（横浜市神奈川区） 

中部支店（名古屋市中村区）関西支店（大阪市北区） 

東京事務所（東京都中央区） 

 

(2) 重要な子法人等 

丸十運輸倉庫株式会社（東京都中央区） 

丸全北海道運輸株式会社（北海道苫小牧市） 

丸全水戸運輸株式会社（茨城県西茨城郡） 

丸全京浜物流株式会社（横浜市旭区） 

丸全川崎物流株式会社（川崎市川崎区） 

丸全鹿島物流株式会社（茨城県鹿島郡） 

丸全中部物流株式会社（名古屋市中川区） 

丸全関西物流株式会社（神戸市東灘区） 

昭和物流株式会社（川崎市川崎区） 

昭和アルミサービス株式会社（栃木県小山市） 

昭和エルダー株式会社（栃木県小山市） 

SASロジスティックス株式会社（大阪府堺市） 

マルゼン・オブ・アメリカ インコーポレイテッド 

（米国カリフォルニア州） 

丸全京葉物流株式会社（千葉県市原市） 

株式会社スマイルライン（東京都墨田区） 

－  － 
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３．株式の状況 

(1）会社が発行する株式の総数 197,000,000株 

(2）発行済株式の総数 98,221,706株 

(3) 株  主  数 7,014名（前期末比850名減） 

(4) 大  株  主 

当社への出資状況 当社の当該株主への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 出 資 比 率 

  
丸 全 商 事 株 式 会 社 8,771

明治安田生命保険相互会社 6,095

株 式 会 社 横 浜 銀 行 4,517

三菱信託銀行株式会社 4,516

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,510

株式会社損害保険ジャパン 3,948

日本トラスティ・サービス
信 託 銀 行 株 式 会 社
（信   託   口）

3,362

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口） 3,090

株式会社タカラエンタープライズ 2,891

あいおい損害保険株式会社 2,514

千 ％ ％

（注）１．当社は、自己株式5,793千株を

いため上記大株主から除外して

２．当社は、三菱信託銀行株式会社

シャル・グループの普通株式2,

す。 

３．当社は、株式会社みずほ銀行の

グループの普通株式1,374.29株

－
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 4.94 
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比率0.04％）

株式会社みず

％）を所有し
千株
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 ― 

 0.33 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

式には議決権がな

三菱東京フィナン

を所有しておりま

ほフィナンシャル

ております。 



(5) 自己株式の取得、処分等および保有 

① 取得株式 

普通株式 43,084株 

取得価額の総額 15,031千円 

② 処分株式 

普通株式         3,526株 

処分価額の総額      927千円 

③ 決算期における保有株式 

普通株式 5,793,126株 

 

４．従業員の状況 

(1) 企業集団の従業員の状況 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 

2,300名 158名増 

（注）従業員数は就業員数で記載しております。 

 

(2) 当社の従業員の状況 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

1,329名 15名増 43.8歳 20.2年 

（注）従業員数は就業員数で記載しております。 

 

－  － 
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５．重要な企業結合の状況 

(1) 重要な子法人等の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 

丸十運輸倉庫株式会社 
百万円

121 
％

99.9 
物流事業、構内作業
及び機械荷役事業 

丸全北海道運輸株式会社 30 100.0 物流事業 

丸全水戸運輸株式会社 30 100.0 物流事業 

丸全京浜物流株式会社 250 100.0 物流事業 

丸全川崎物流株式会社 100 100.0 物流事業 

丸全鹿島物流株式会社 130 100.0 物流事業 

丸全中部物流株式会社 70 100.0 物流事業 

丸全関西物流株式会社 150 100.0 物流事業 

昭 和 物 流 株 式 会 社 50 95.0 物流事業 

昭和アルミサービス株式会社 50 100.0 物流事業 

昭和エルダー株式会社 10 
100.0 

（100.0） 
構内作業及び機械荷
役事業 

ＳＡＳロジスティックス株式会社 150 
100.0 

（100.0） 
物流事業 

マルゼン・オブ・アメリカ 
イ ン コ ー ポ レ イ テ ッ ド 

3,600 

（千米ドル） 
100.0 物流事業 

丸全京葉物流株式会社 50 100.0 
物流事業、構内作業
及び機械荷役事業 

株式会社スマイルライン 35 90.0 物流事業 

（注）当社の議決権比率の（  ）内は、間接所有割合の内数であります。 

(2) 企業結合の経過 

当社は、経営基盤の強化と市場競争力の高い物流の提案を目指し、平成16

年７月にライオン流通サービス株式会社より株式を譲り受けた株式会社スマ

イルライン、そして平成12年４月に当社の千葉支店を分社化して設立された

丸全京葉物流株式会社の業務拡大にともない、おのおの当連結会計年度より

新たに連結子法人等といたしました。 

－  － 
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(3) 企業結合の成果 

「１．企業集団の営業の経過および成果」に記載のとおりであります。 

 

６．主要な借入先 

借入先が有する当社株式の数 
借 入 先 借 入 金 残 高

持 株 数 議決権比率 

  
株 式 会 社 横 浜 銀 行 7,155 4,517 4.94 

三 菱 信 託 銀 行 株 式 会 社 6,642 4,516 4.94 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,751 4,510 4.93 

百万円 千株 ％ 

（注）三菱信託銀行株式会社は株式会社東京三菱銀行とともに持株会社である株式会社三

菱東京フィナンシャル・グループを設立しております。上記には記載されておりま

せんが、当社は株式会社東京三菱銀行から1,059百万円を借入れております。また

同社が有する当社の株式数は1,662千株（議決権比率1.82％）であります。 

 

－  － 
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７．取締役および監査役 

地 位 氏 名 担 当 ま た は 主 な 職 業 

※取 締 役 社 長 井 上  隆  

※専 務 取 締 役 辻  義 邦 
管理部門統括。経営企画室、経理部、情報シ
ステム部担当 

※専 務 取 締 役 野 口 正 剛 海部門統括。大黒青果センター担当 

※専 務 取 締 役 小 澤  仁 陸部門統括。京浜支店担当 

常 務 取 締 役 中 村 匡 宏 海運業務二部、港運部担当 

常 務 取 締 役 一 色 弘 次 中国事業部、海外事業部担当 

常 務 取 締 役 久 保  登 営業企画部担当。営業本部長 

常 務 取 締 役 小 林 勝 利 人事部担当。人事部長 

取 締 役 田 中 一 久 総務部、事務管理センター担当。総務部長 

取 締 役 久 野 長 宏 
海運業務一部、東京海運支店担当。海運業務
一部長 

取 締 役 山 口 幸 正 営業開発部担当。営業開発部長 

取 締 役 田 中 良 憲 
川崎支店、機工部担当。川崎支店長、機工部
長 

取 締 役 浅 井 俊 之 関西支店担当 

取 締 役 髙 田 政 直 鹿島支店担当。鹿島支店長 

取 締 役 佐々木 信太郎 中部支店担当。中部支店長 

取 締 役 宍 戸 春 二 輸出梱包センター、通関部担当 

常 勤 監 査 役 宮 戸 敏 行  

常 勤 監 査 役 竹 内  稔  

常 勤 監 査 役 津 川  治  

監 査 役 岡 部 眞 純 弁護士 

（注）１．※印は、代表取締役を示しております。 

２．平成16年６月29日開催の第102回定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役

奥村守男氏は退任いたしました。（地位は退任時） 

３．平成16年６月29日開催の第102回定時株主総会において、津川 治氏は監査役

（同日監査役の互選により常勤監査役）に新たに選任され、就任いたしました。 

４．取締役相談役中村至宏氏は、平成17年１月21日死亡により退任いたしました。 

５．常勤監査役宮戸敏行、津川 治および監査役岡部眞純の各氏は、「株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役で

あります。 

 

－  － 
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８．会計監査人に支払うべき報酬等の額 

 当社および当社子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のとお

りです。 

 支 払 額 

(1）当社および子法人等が会計監査人に支払うべき報
酬等の合計額 22百万円 

(2）上記(1）のうち公認会計士法第２条第１項の監査
証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額 22百万円 

(3）上記(2）のうち当社が支払うべき会計監査人とし
ての報酬等の額 

22百万円 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、「株式会社の監査等に関する商法の

特例に関する法律」に基づく監査と「証券取引法」に基づく監査の監査報酬等の額

を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、(3）の報酬等の額には、

これらの合計額を記載しております。 

 

Ⅲ．決算期後に生じた企業集団の状況に関する重要な事実 

 特に記載すべき事項はありません。 

 

 

（注）本営業報告書中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示

しております。 

 

 

 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成17年３月31日現在） 

 金 額科 目 科 目 金 額 

（負 債 の 部） 百万円 

流 動 負 債 24,887 

支払手形及び営業未払金 8,820 

短 期 借 入 金 10,956 

未 払 金 1,469 

未 払 費 用 1,217 

未 払 法 人 税 等 626 

未 払 消 費 税 等 169 

賞 与 引 当 金 1,079 

そ の 他 546 

固 定 負 債 16,983 

長 期 借 入 金 9,847 

繰 延 税 金 負 債 1,710 

退 職 給 付 引 当 金 4,599 

役員退職慰労引当金 345 

そ の 他 の 固 定 負 債 479 

負 債 の 部 合 計 41,870 

（少 数 株 主 持 分）  

少 数 株 主 持 分 35 

少数株主持分合計 35 

（資 本 の 部）  

資 本 金 9,117 

資 本 剰 余 金 7,843 

利 益 剰 余 金 28,463 

その他有価証券評価差額金 4,181 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △  189 

自 己 株 式 △ 2,158 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び営業未収金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置

車 両 及 び 船 舶

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

営 業 権

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

百万円

26,770 

5,982 

17,480 

50 

117 

444 

549 

2,168 

△   21 

62,394 

40,377 

20,579 

1,639 

1,898 

122 

15,745 

391 

2,735 

157 

341 

2,236 

19,281 

14,540 

273 

9 

311 

4,229 

△   83 資 本 の 部 合 計 47,259 

資 産 の 部 合 計 89,164 
負債・少数株主持分
及 び 資 本 の 部 合 計 89,164 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書

(
科

営 業

営

営 業

営

販 売

営

業

損

益

の

部 営 業

営 業

受 取

持 分

雑

営 業

支

営

業

外

損

益

の

部 雑

経

常

損

益

の

部 

 経 常

 特 別

 固 定

 貸 倒

 そ

 特 別

 固 定

 未 上

 ゴ ル

特

別

損

益

の

部 

 そ

  税 金 等 調

  法 人 税 、

  法 人 税

  少 数

  当 期

（注）記載金額は百万円未満を

 

 

 

 

 

 

 

平 成 16 年 ４ 月 １ 日 か ら 

            )平 成 17 年 ３ 月 31 日 ま で 

 目 金 額 

収 益 86,360  百万円 

業 収 入 86,360 

費 用 82,983 

業 原 価 79,780 

費 及 び 一 般 管 理 費 3,202 

利 益 3,376 

外 収 益 698 

利 息 及 び 配 当 金 277 

法 に よ る 投 資 利 益 202 

収 入 218 

外 費 用 306 

払 利 息 275 

損 失 31 

利 益 3,768 

利 益 163 

資 産 売 却 益 85 

引 当 金 戻 入 益 61 

の 他 16 

損 失 253 

資 産 除 却 売 却 損 198 

場 株 式 等 評 価 損 38 

フ 会 員 権 等 評 価 損 6 

の 他 10 

整 前 当 期 純 利 益 3,678 

住 民 税 及 び 事 業 税 1,380 

等 調 整 額 105 

株 主 利 益 4 

純 利 益 2,187 

切り捨てて表示しております。 
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（注 記） 

１．連結の範囲等に関する事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

①連結子法人等      15社 

丸十運輸倉庫（株）、丸全北海道運輸（株）、丸全水戸運輸（株）、丸全京浜物流

（株）、丸全川崎物流（株）、丸全鹿島物流（株）、丸全中部物流（株）、丸全関

西物流（株）、昭和物流（株）、昭和アルミサービス（株）、昭和エルダー（株）、

ＳＡＳロジスティックス（株）、マルゼン・オブ・アメリカ インコーポレイテッ

ド、丸全京葉物流（株）、（株）スマイルライン 

上記のうち、丸全京葉物流（株）、（株）スマイルラインの２社を当期より新たに

連結の範囲に含めております。 

②非連結子法人等     17社 

非連結子法人等17社はいずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び剰

余金の合計額は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないと認められるので、連結

の範囲に含めておりません。 

(2) 持分法の適用範囲に関する事項 

①持分法を適用した関連会社               ３社 

ダンザス丸全（株）、国際埠頭（株）、丸全商事（株） 

②持分法を適用しない非連結子法人等または関連会社    23社 

非連結子法人等17社及び関連会社６社はそれぞれ連結純損益及び利益剰余金に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

③持分法適用会社の決算日等に関する事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業

年度に係る計算書類を使用しております。 

(3) 連結子法人等の事業年度に関する事項 

連結子法人等であるマルゼン・オブ・アメリカ インコーポレイテッドの決算日は、

12月末日であります。連結計算書類の作成にあたっては同決算日の計算書類を使用

しております。 

２．会計方針等 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産 

主として、最終仕入原価法によっております。 

②有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

－  － 
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(2) 減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）は定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づき償却しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金……………債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

③退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。なお、数理計算上の差異は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間内の一定年数（10年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれの発生した翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

④役員退職慰労引当金…当社においては、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に

基づく期末要支給額の100％を計上しております。 

(4) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外連結子法人等の資産、負債、収益及び

費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

＜追加情報＞ 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

－  － 
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いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会平成16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本

割107百円を販売費及び一般管理費として処理しております。 

 

連結貸借対照表注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額                 40,567百万円 

 

(2) 受取手形裏書譲渡高                        72百万円 

 

(3) 担保に供している資産 

建物                   654百万円 

車両                    9百万円 

機械装置                 10百万円 

土地                   945百万円 

 

(4) 保証債務額                           3,106百万円 

 

連結損益計算書注記 

１株当たり当期純利益                         23円44銭 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成17年５月17日  

 丸全昭和運輸株式会社  

 取 締 役 会  御中  

 中 央 青 山 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 義 則 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 林 隆 治 

 

 

 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

19条の２第３項の規定に基づき、丸全昭和運輸株式会社の平成16年４月１日

から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表及び連結損益計算書について監査を行った。この連結計算書類の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当

監査法人が必要と認めて実施した子会社又は連結子会社に対する監査手続を

含んでいる。 

 

監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に従い

丸全昭和運輸株式会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び損

益の状態を正しく示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

 

 

－  － 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 謄本 

 連結計算書類に係る監査報告書  

 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年

度の連結計算書類（連結貸借対照表及び連結損益計算書）に関して各監査役

から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役の監査の方法の概要 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、連結

計算書類について取締役等及び会計監査人から報告及び説明を受け、監査

いたしました。 

 

２．監査の結果 

会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

 

 

 平成17年５月19日  

 丸全昭和運輸株式会社 監査役会  

 

常勤監査役 宮 戸 敏 行 

常勤監査役 竹 内  稔 

常勤監査役 津 川   治 

監 査 役 岡 部 眞 純 
 

 

 （注）常勤監査役宮戸敏行、津川 治および監査役岡部眞純は、「株式会社の監査等

に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役でありま

す。 

 

 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成17年３月31日現在） 

 金 額科 目 科 目 金 額 

（負 債 の 部） 百万円 

流 動 負 債 21,624 

支 払 手 形 23 

営 業 未 払 金 7,670 

短 期 借 入 金 10,547 

未 払 金 600 

未 払 費 用 864 

未 払 法 人 税 等 555 

未 払 消 費 税 等 25 

預 り 金 369 

前 受 収 益 120 

賞 与 引 当 金 847 

固 定 負 債 15,664 

長 期 借 入 金 8,861 

繰 延 税 金 負 債 1,705 

退 職 給 付 引 当 金 4,355 

役員退職慰労引当金 345 

そ の 他 の 固 定 負 債 396 

負 債 の 部 合 計 37,289 

（資 本 の 部）  

資 本 金 9,117 

資 本 剰 余 金 7,843 

資 本 準 備 金 7,842 

そ の 他 資 本 剰 余 金 0 

自 己 株 式 処 分 差 益 0 

利 益 剰 余 金 25,411 

利 益 準 備 金 1,658 

任 意 積 立 金 21,506 

特定資産買換圧縮積立金 1,513 

退 職 給 与 積 立 金 300 

別 途 積 立 金 19,693 

当 期 未 処 分 利 益 2,246 

株式等評価差額金 4,052 

自 己 株 式 △ 1,525 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 預 金

受 取 手 形

営 業 未 収 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

仮 払 金

立 替 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

借 地 権

商 標 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

百万円

24,446 

4,672 

1,265 

13,773 

50 

76 

309 

484 

2,862 

150 

33 

782 

△   15 

57,742 

36,317 

17,613 

1,458 

1,549 

598 

71 

14,849 

176 

2,068 

72 

5 

37 

45 

1,232 

676 

19,356 

12,501 

2,676 

180 

253 

311 

3,510 

△  78 資 本 の 部 合 計 44,899 

資 産 の 部 合 計 82,189 負債及び資本の部合計 82,189 

－  － 
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（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．子会社に対する短期金銭債権 3,011百万円 

長期金銭債権 42百万円 

３．子会社に対する短期金銭債務 1,309百万円 

４．有形固定資産の減価償却累計額 34,089百万円 

５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重

要な固定資産としてネットワーク関連機器一式等があります。 

６．担保に供している資産 

有形固定資産 1,620百万円 

７．保証債務残高 4,531百万円 

８．受取手形裏書譲渡高 72百万円 

９．資産の時価評価により増加した純資産額 4,052百万円 

（商法施行規則第124条第3号による） 

－  － 
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損  益  計  算  書

(
科

営 業

営

営 業

営

販 売

営

業

損

益

の

部 営 業

営 業

受 取

雑

営 業

支

営

業

外

損

益

の

部 雑

経

常

損

益

の

部 

 経 常

 特 別

 固 定

 貸 倒

 特 別

 固 定

 未 上

 ゴ ル

特

別

損

益

の

部 

 そ

  税 引 前

  法 人 税 、

  法 人 税

  当 期

  前 期

  中 間

  当 期 未

（注）１．記載金額は百万円未

２．子会社に対する売上

仕入

営業

３．１株当たり当期純利

 

 

 

 

 

 

 

平 成 16 年 ４ 月 １ 日 か ら 

            )平 成 17 年 ３ 月 31 日 ま で 

 目 金 額 

収 益 71,443  百万円 

業 収 入 71,443 

費 用 68,195 

業 原 価 66,294 

費 及 び 一 般 管 理 費 1,901 

利 益 3,247 

外 収 益 560 

利 息 及 び 配 当 金 447 

収 入 113 

外 費 用 272 

払 利 息 243 

損 失 28 

利 益 3,535 

利 益 134 

資 産 売 却 益 74 

引 当 金 戻 入 益 59 

損 失 214 

資 産 除 却 売 却 損 158 

場 株 式 等 評 価 損 38 

フ 会 員 権 等 評 価 損 6 

の 他 10 

当 期 純 利 益 3,456 

住 民 税 及 び 事 業 税 1,210 

等 調 整 額 79 

純 利 益 2,166 

繰 越 利 益 403 

配 当 額 323 

処 分 利 益 2,246 

満を切り捨てて表示しております。 

高 1,340百万円 

高 12,258百万円 

取引以外の取引高 135百万円 

益 22円75銭 

－  － 24



（注 記） 

重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

主として最終仕入原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)に

ついては定額法）を採用しております。 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づき償却しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれの発生事業年度の翌年度から

費用処理することにしております。 

－  － 
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(4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるため、商法施行規則第43条に規定する引当金として、

内規に基づく期末要支給額の100％を計上しております。 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

＜追加情報＞ 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法額） 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当期から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割95百万

円を販売費及び一般管理費として処理しております。 

－  － 
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利 益 処 分 案 

 

当 期 未 処 分 利 益 の 処 分 円 

当 期 未 処 分 利 益 2,246,777,131 

特定資産買換圧縮積立金取崩額 55,471,895 

合 計 2,302,249,026 

こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。 

利 益 配 当 金 323,500,030 
（ １ 株 に つ き ３ 円 5 0 銭 ）  

役 員 賞 与 金 62,900,000 
（ う ち 監 査 役 分 ） （ 3,700,000） 

任 意 積 立 金  

別 途 積 立 金 1,500,000,000 

次 期 繰 越 利 益 415,848,996 

そ の 他 資 本 剰 余 金 の 処 分  

そ の 他 資 本 剰 余 金 989,005 

こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。 

その他資本剰余金次期繰越額 989,005 

（注）１．平成16年12月15日に323,588,955円（１株につき３円50銭）の中間配当を実施

いたしました。 

２．利益配当金は、自己株式5,793,126株分を除いております。 

 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成17年５月17日  

 丸全昭和運輸株式会社  

 取 締 役 会  御中  

 中 央 青 山 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 義 則 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 林 隆 治 

 

 

 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第
２条第１項の規定に基づき、丸全昭和運輸株式会社の平成16年４月１日から
平成17年３月31日までの第103期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、営業報告書（会計に関する部分に限る。）及び利益処分案
並びに附属明細書（会計に関する部分に限る。）について監査を行った。な
お、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関する部分
は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録
に基づく記載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対す
る意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細
書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、
監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。な
お、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手
続を含んでいる。 
 
 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 
(1) 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益
の状況を正しく示しているものと認める。 

(2) 営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社
の状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 
(4) 附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により
指摘すべき事項はない。 

 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

 監 査 報 告 書  

 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第103期営業
年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報告
を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
１．監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締
役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取
し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査し、必要に応じて子会社から営業の報告を求めました。
また、会計監査人から報告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書につ
き検討を加えました。 
 取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償
の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得
及び処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等
から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。 

２．監査の結果 
(1）会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。 

(2）営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。 

(3）利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘
すべき事項は認められません。 

(4）附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項
は認められません。 

(5）取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の行
為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
 なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が
行った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自
己株式の取得及び処分等についても取締役の義務違反は認められませ
ん。 

 

 平成17年５月19日  

 丸全昭和運輸株式会社 監査役会  

 

常勤監査役 宮 戸 敏 行 

常勤監査役 竹 内  稔 

常勤監査役 津 川  治 

監 査 役 岡 部 眞 純 
 

 

 （注）常勤監査役宮戸敏行、津川 治および監査役岡部眞純は、「株式会社の監査等

に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役でありま

す。 

 

以 上 

－  － 
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議決権の行使についての参考書類 
 

１．総株主の議決権の数 91,458個 

 

２．議案および参考事項 
 
第１号議案 第103期利益処分案承認の件 

議案の内容につきましては、添付書類（27頁）に記載のとおりであります。 

 当期の利益配当金につきましては、企業体質の強化と将来の事業展開に備

えるため、内部留保につとめてまいりますとともに、株主の皆様には長期的

に安定した配当の継続を行うとの観点から、１株につき３円50銭とさせてい

ただきたいと存じます。これにより、昨年12月にお支払いいたしました中間

配当金１株につき３円50銭とあわせ、年間の配当金は１株につき７円となり

ます。 

 

第２号議案 取締役17名選任の件 

取締役全員（16名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。 

つきましては、取締役17名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏 名 
（生年月日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況も含む） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

１ 
井 上  隆 
(昭和13年６月９日生) 

昭和37年４月 当社入社 

平成元年６月 当社取締役 

平成３年６月 当社常務取締役 

平成５年６月 当社専務取締役 

平成９年６月 当社取締役社長（現在） 

平成16年６月 横浜港メガターミナル株式

会社取締役社長（現在） 

79,000株 

２ 
野 口 正 剛 
(昭和17年３月20日生) 

昭和39年３月 当社入社 

平成５年６月 当社取締役 

平成９年６月 当社常務取締役 

平成15年６月 当社専務取締役（現在） 

21,000株 

３ 
小 澤  仁 
(昭和16年６月10日生) 

昭和40年３月 当社入社 

平成９年６月 当社取締役 

平成13年６月 当社常務取締役 

平成15年６月 当社専務取締役（現在） 

27,207株 

 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
（生年月日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況も含む） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

４ 
中 村 匡 宏 
(昭和35年８月29日生) 

昭和62年７月 当社入社 

平成11年６月 当社取締役 

平成13年６月 当社常務取締役（現在） 

24,207株 

５ 
久 保  登 
(昭和17年１月23日生) 

昭和39年３月 当社入社 

平成９年６月 当社取締役 

平成15年６月 当社常務取締役（現在） 

平成15年６月 当社営業本部長（現在） 

平成16年７月 株式会社スマイルライン取

締役社長（現在） 

24,072株 

６ 
小 林 勝 利 
(昭和18年11月29日生) 

昭和48年10月 当社入社 

平成13年６月 当社取締役 

平成15年６月 当社常務取締役（現在） 

平成17年４月 当社経営企画室長（現在）

12,000株 

７ 
田 中 一 久 
(昭和16年６月25日生) 

昭和41年３月 当社入社 

平成３年４月 当社総務部長 

平成９年６月 当社取締役（現在） 

24,710株 

８ 
山 口 幸 正 
(昭和18年３月７日生) 

昭和41年３月 当社入社 

平成４年４月 当社営業一部長 

平成９年６月 当社取締役（現在） 

平成16年４月 当社営業開発部長（現在）

18,000株 

９ 
田 中 良 憲 
(昭和18年７月４日生) 

昭和37年３月 当社入社 

平成10年５月 昭和テクノサービス株式会

社取締役社長（現在） 

平成11年４月 当社川崎支店長 

平成11年６月 当社取締役（現在） 

15,506株 

10 
浅 井 俊 之 
(昭和20年６月27日生) 

昭和43年３月 当社入社 

平成13年４月 当社関西支店長 

平成13年６月 当社取締役（現在） 

平成13年６月 丸全関西流通株式会社取締

役社長（現在） 

14,788株 

 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
（生年月日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況も含む） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

11 
髙 田 政 直 
(昭和20年３月28日生) 

昭和42年３月 当社入社 

平成13年４月 当社鹿島支店長 

平成14年６月 マルゼン・コープ株式会社

取締役社長（現在） 

平成15年６月 当社取締役（現在） 

平成17年４月 当社成田物流センター長

（現在） 

13,000株 

12 
佐々木 信太郎 
(昭和20年７月３日生) 

昭和43年３月 当社入社 

平成13年４月 当社中部支店長（現在） 

平成13年６月 丸全中部流通株式会社取締

役社長（現在） 

平成15年６月 当社取締役（現在） 

平成15年６月 マルゼンロジスティックス

株式会社取締役社長（現

在） 

14,000株 

13 
宍 戸 春 二 
(昭和22年３月21日生) 

昭和46年３月 当社入社 

平成９年４月 当社輸出梱包センター長 

平成15年６月 当社取締役（現在） 

10,010株 

14 
山 形 正 治 
(昭和22年８月13日生) 

昭和45年３月 当社入社 

平成10年４月 当社経理部長（現在） 
2,000株 

15 
鈴 木 紀 義 
(昭和22年12月９日生) 

昭和47年３月 当社入社 

平成12年４月 当社港運部長（現在） 
0株 

16 
大 西 敬 二 
(昭和22年12月21日生) 

昭和45年３月 当社入社 

平成16年４月 当社関西支店長（現在） 
5,281株 

17 
金 子 正 次 
(昭和23年５月16日生) 

昭和46年３月 当社入社 

平成14年４月 当社海外事業部長 

平成16年４月 当社東京海運支店長（現

在） 

23,460株 

（注）１．取締役候補者井上 隆氏は、横浜港メガターミナル株式会社の取締役社長（代

表取締役）を兼務しており、当社は同社と継続的な営業取引関係があります。 

２．その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 

－  － 
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第３号議案 監査役１名選任の件 

本総会終結の時をもって、監査役竹内 稔氏が辞任されますので、その補

欠として監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏 名 
（生 年 月 日） 

略 歴 
（他の会社の代表状況も含む） 

所有する当社
の 株 式 の 数 

辻  義 邦 
(昭和14年１月22日生) 

昭和37年３月 当社入社 

平成３年６月 当社取締役 

平成９年６月 当社常務取締役 

平成11年６月 当社専務取締役（現在） 

33,000株 

（注）監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 

第４号議案 故取締役中村至宏氏に対し弔慰金ならびに退任取締役および退任

監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

平成17年１月21日に逝去されました取締役中村至宏氏の生前の功績に報い

るためご遺族に対して弔慰金を、また本総会終結の時をもって退任されます

取締役辻 義邦、一色弘次、久野長宏の３氏、および監査役を辞任されます

竹内 稔氏に対し在任中の労に報いるため、退職慰労金を内規に従い相当額

の範囲内で贈呈いたしたいと存じます。 

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法などは取締役については取締

役会に、監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。 

上記各氏の略歴は次のとおりであります。 

氏 名 略 歴 

中 村 至 宏 

昭和34年５月 当社取締役 

昭和37年５月 当社常務取締役 

昭和41年５月 当社取締役副社長 

昭和52年６月 当社取締役社長 

平成元年６月 当社取締役会長 

平成９年６月 当社取締役相談役 

平成17年１月 逝去 

辻  義 邦 

平成３年６月 当社取締役 

平成９年６月 当社常務取締役 

平成11年６月 当社専務取締役（現在） 

一 色 弘 次 
平成７年６月 当社取締役 

平成15年６月 当社常務取締役（現在） 

－  － 
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氏 名 略 歴 

久 野 長 宏 平成９年６月 当社取締役（現在） 

竹 内  稔 平成13年６月 当社常勤監査役（現在） 

 

以 上 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

34



 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 


